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Abstract
The  Prime  Minister  Shinzo  Abe  Administration  advocates“break  away  from  the  postwar  regime”.  
As  a  part  of  measures  crystallizing  his  idea，the  government  party  occupying  an  absolute  majority  of 
the  Diet  forced  to  amend  the  fundamental  law  of  education  completely，and enforced  the  new  funda-
mental  law  of  education，on  December  22，2006.  The  original  law  was  made  in  1947，based  on  the 
educational  philosophy  and  principles  which  profoundly  criticized  and  denied  the  prewar  educational 
system  under  the  imperial  rescript  on  education.  In  addition，the  government  party  passed  three  edu-
cation-related  bills（school  education  law，teacher license  law，organization  and  management  of  the 
local  educational  administration）.
What  is  the  true  purpose  of  successive  amendments  on  educational  laws?  What  kind  of  problems 
in  terms  of  educational  science  do  they  have?
This  paper  examines  the  new  fundamental  law  of  education  carefully，and，pointing  out  the  prob-
lems  of  the  law，clariﬁes  the  real  ﬁgure  of“break  away  from  the  postwar  regime”in  the  ﬁeld  of 
education.  This  paper  also  proposes  some  viewpoints  to  overcome  the  problems.
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「戦後レジームからの脱却」を掲げる安倍晋三政権は，戦前の教育勅語教育体制を抜本的批判否定する教
育原理と原則を込めた「旧・教育基本法」（1947 年 3 月 31 日制定公布）を，政治的絶対多数を占める国会
で改正（（2006 年 12 月 15 日）し，「新・教育基本法」を同年 12 月 22 日に公布・施行した．ついで 2007 年 6














旧・教育基本法は，教育刷新委員会でその原案が審議され，帝国議会で 1947 年 3 月 31 日に制定され，
当日，公布施行された．日本国憲法が 1947 年 5 月 3 日施行であるので，教育基本法は無効であるなどと
いう見解を主張する人々もいるが，これはためにする見解である．なぜならば，日本国憲法がすでに前年



































































的及び理念（第 1 条～ 4 条），第 2 章　教育の実施に関する基本（第 5 条～ 15 条），第 3 章　教育行政（第
16 条～ 17 条），第 4 章　法令の制定（第 18 条）である．
第 2 は，双方に前文があることは同じであるが，「旧法」が 11 か条であるのに対して，「新法」は 18 か条
と増えていることである．
旧教育基本法の条文見出しとよく似た条文見出しについては除外するとして，新たに追加された条文見
出しは，第 3 条（生涯学習の理念），第 7 条（大学），第 8 条（私立学校），第 9 条（教員），第 10 条（家庭教育），














第 4 に，全体的に，各条文が長くなっていることである．旧教育基本法は，前文と本文 11 か条からな
る短い法律であった．しかし，新教育基本法は前文と本文 18 か条から成り立っており，しかも，各条文



























































































新教育基本法第 16 条（教育行政）の第 1 項は，つぎのように規定している．
「教育は，不当な支配に服することなく，この法律及び他の法律の定めるところにより行われるべきものであり，…．」
この規定は，旧教育基本法第 10 条第 1 項とはまったく異質な内容の規定である．ちなみに，旧教育基

























第 5 点は，第 4 点とも関わるが，国家（政府）は教育を思いのままに支配する体制が出来上がったという









































ける義務を負う存在として捉えられている．したがって新教育基本法第 5 条は，憲法第 26 条に違反する
といえる．

































































































































































 2）教育基本法改正論議の歴史的変遷については，中谷彪『教育基本法の世界』溪水社，2003 年，第 3 章
に詳しい．本稿では，同書の記述に，追加し補正した．
 3）中谷彪『教育基本法の世界』溪水社，2003 年，第 3 章（55 頁以下）を参照されたい．
 4）中谷彪『教育基本法の世界』第 2 章の第 5 条の逐条解釈（40 ～ 41 頁）を参照されたい．
 5）教育基本法の成立過程の記述については，中谷彪『資料　教育基本法の成立過程』及び『教育基本法の
世界』第 1 章に依拠している．
 6）田中二郎・辻田力監修，文部省内教育法令研究会著『教育基本法の解説』国立書院，1947 年，59 ～ 60 頁．
 7）同上，60 頁．
 8）同上，61 ～ 62 頁．






























ぶラクダ」現象を指摘している（『論座』2002 年 6 月，47 頁）．
本田氏は『朝日新聞』（2007 年 1 月 29 日）で，つぎのように指摘している．
「05 年に発表された 03 年度の小・中学校教育課程実施調査結果によれば，同年度調査では，01 年
度の調査と比べて上昇傾向がみられ，93~95 年度調査と比べても明確に低下してはいない．」「日本の
児童生徒の学力は，国際的に見ても総じて非常に高い水準をまだ維持している．」















16）『朝日新聞』2006 年 12 月 16 日．
17）例えば中谷彪「国民の教育権保障の法的構造―幸福追求権としての教育権理論構築のために―」『甲子
園短期大学紀要』第 3 号，1973 年，後に中谷彪『国民の教育の自由』（泰流社，1972 年所収）を参照さ
れたい．
18）中谷彪『教育基本法と教育行政の理論』明治図書，1987 年，同『アメリカ教育行政学研究序説』泰流社，
1988 年，同『1930 年代アメリカ教育行政学研究』晃洋書房，2003 年などを参照されたい．
19）例えば柳田国男『定本柳田国男集』（全 31 巻ほか，筑摩書房），宮本常一『宮本常一著作集』（30 巻，
未来社）の業績がその代表例であるが，その他にも，豊かで貴重な研究業績が多数発表されている．
20）その試論的成果の 1 つが，中谷彪『子育て文化のフロンティア』（晃洋書房，2006 年）である．
（2007，8，14）
